
新たな国保制度の概要

○平成30年度から、県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率
的な事業の確保等の国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化

・県は、国保の運営方針を定め、市町の事務の効率化・広域化等を推進

・県は、市町ごとの納付金及び標準保険税率を算定し、各市町へ提示

・県から給付費に必要な費用は、全額を市町に交付

○市町は、地域住民と身近な関係の中、資格管理、保険給付、保険税率の決定、
賦課・徴収、保健事業等、地域におけるきめ細かい事業を引き続き担う
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【制度改革前】 市町が個別に運営【制度改革前】 市町が個別に運営
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【新たな国保制度】 県も保険者となり共同運営【新たな国保制度】 県も保険者となり共同運営
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国保運営方針策定
(県内の統一的方針)

納付金及び標準保険税率の算定・提示
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国保保険税の賦課、徴収の仕組み（イメージ）

住 民

県全体 ○億円

Ａ市 ○億円
Ｂ町 ○千万円

県

市町 市町 市町

住 民住 民

保険税の賦課・徴収

県から示された標準保険税率を
参考に、各市町が、保険税率を
決定し、賦課・徴収

賦課
賦課

賦課

徴収 徴収 徴収

納付金の提示

標準保険税率の提示

県が各市町が納付金を納めるために
必要な標準保険税率を示す

市町ごとの納付金を決定し提示
（医療費水準、所得水準を反映）

納付金の支払い

徴収した保険税等を財源として
納付金を県に支払う
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標準保険税率
（市町毎)

反映

納付金及び標準保険税率の算定と提示

市町が実施する
保健事業等経費

県に支払う
納付金

（市町毎）

市町毎の納付金額
県全体で必要な保険給付費

市町

市町

市町

市町毎の標準保険税率

国費・県費
の公費等
（県単位）

保険税として
集めるべき額
（県単位）

一部の公費
（保険税軽減分等）

歳出 歳入

保険税

市町の歳入歳出イメージ図

保健事業等

保険給付費 ＝ 給付費等交付金

一部の公費
（保険税軽減分等）

納付金 （納付金＋保健事業等）－ 一部の公費 ＝ 保険税
 標準保険税率を賦課し、予定収納率分の保険税を徴収することが

できれば、基本的には赤字は発生しない。

保険給付費給付費等交付金
 県から市町へ全額支払う（赤字は基本的に発生しない）

歳出歳入

〇市町毎に按分

（被保険者数、世帯数、所得・

医療費水準を反映）

県に支払う納付金の提示

保険税として
集めるべき総額
（市町毎）

県

県 支払う

支払う

所得金額

交付金

納付金
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世帯数

所得割率

均等割額

平等割額

標準的な
収納率

（市町毎）
被保険者数

保険税として
賦課すべき総額
（市町毎）

反映



自然増
（保険給付費１人あたり額の伸び等）

激変緩和の
対象となる部分

Ⅱ.法定外一般会計繰入分等

Ⅰ.保険税調定額
（軽減前）

Ⅲ.各市町個別要因
（前年度繰越金決算額等）

各市町が本来賦課すべき
1 人 あ た り 保 険 税 額

（平成28年度決算ベース）

標準保険税率の算定に
必 要 な 保 険 税 総 額

（令和５年度推計）

保険税調定額
（軽減前）

各市町が賦課している
1 人 あ た り 保 険 税 額

（平成28年度決算ベース）

激変緩和の考え方激変緩和の考え方

実際の税率と標準保
険税率における乖離

一定割合

実際の保険税額と本来賦課すべき保険税額の違い

（理論値①） （理論値②）

本来賦課すべき
額と標準税率に
おける必要額の
乖離

理論値比較
同一年度に
おける比較

本来賦課すべき額と
実際の調定額（軽減
前）との乖離
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